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表一1　「東日本大震災」による下水道施設の被害状況

まレはじめに

　“下水道BCP”を考えるにあたり、

今一度、東日本大震災の状況を振り

返った。

　この未曾有の大震災は、多くの生

命を奪い、広域的に社会資本を破壊

した。そして、湾岸部の街は、津波

により壊滅的な被害を被っている。

その自治体は、新たな街づくりから

始めなければならないため、社会資

本整備には相当な期間を要するであ

ろう。また、下水道施設の被害（表

一1参照）も例外ではなく、約2ヵ

月経過した現在も多くの施設が停止

したままである。当社も現地へ赴き、

下水道施設の惨状に大きな衝撃を受

けた（写真参照）。

　この被害状況から、今後の社会資

本の安全性のあり方は、大きく変わ

るであろう。そして、災害時の被

害が最小限となる対策を行うとと

もに、事業の停止期間を最短にし

て、速やかに復旧できるようさらに

考える必要がある。このためには、

BCP（業務継続計画：Business

施設名 時期 稼働停jL 施設損傷 工E常稼働 不明 計

震災蒔 48 63
一

9 120
処理場

現　在 18 45 48 9 120

震災時 78 30
一

1 109
ポンプ場

現　在 30 39 39 1 109

注）不明箇所は、福島第一源：発周辺

施設名

酒きょ

隠期

一次調査

被害延長

946

総延長

66，013

被害M

21，504

単位：km

注）一次調査は黛視による調査。Mはマンホール。単位：個数

　対象区域；青森、岩手、宮城、福島、茨城、栃木、埼玉、千葉、神奈川、東

　　　　　京、新潟の135市町村等
出典）国土交通省東日本大震災第71報　2011．5．24現在

写真　被災後の陸前高田浄化センター
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Continuity　Plan）の立案が不可欠になるであろ

う。

かBCPの経緯

　BCPは、近年、多くの災害が発生するなかで、

企業の事業継続に関するニーズから、2005年3

月に経済産業省より丁丁継続計画策定ガイドラ

イン』、2005年8月に内閣府中央防災会議より『事

業継続ガイドライン第一孤雲が発刊され、徐々

に広まりつつある。その後、多くのBCPに関わ

る図書が発刊されているが、下水道に関しては、

2009年11月に国土交通省が『下水道BCP策定

マニュアル（地震編）～第1版～』を公表し、下

水道業界にも広まりつつある。

　我が国におけるBCP策定状況であるが、災害

時の早期復旧が求められる企業・団体（医療施

設、電気、通信、ガス、特定公共機関など約2，000

社）を対象として、内閣府が2009年7月に実態

調査（特定分野における事業継続に関する実態調

査）を行っている。その結果は策定率が18％程

度であった。また、“下水道BCP”の策定に取り

組んでいる自治体（図一1参照）もいまだ5％程

度である。この状況から、今後、多くの自治体や

企業のBCP策定が望まれることになるであろう。

図一1　下水道BCP（地震編）朱策定の
　　　　自治体等における状況

　一方、ISO／TC223において、「社会セキュ

リティ要求事項」の国際標準化が進められてい

る。このなかの“事業継続マネジメントシステ

ム：BCMS（Business　Continulty　Management

System）”では、　BCPの立案に加え、事業とし

て実行、点検：、改善を行うPDCAサイクルの適

用が示されている。このようにBCPがISOに位

置づけられることで、今後は、さらに重要性が増

すであろう。

き携器剛あ
　多くの自治体では、災害対策基本法に基づき、

地域防災計画を立案している。しかし、地域防災

計画では復旧目標を定めているものの、その餅票

に対する具体的シナリオがないケースが多く、そ

うした場合、“下水道BCP”への流用ができない。

BCPに必要なのは、“想定被害からの面訴に対し

て、誰が、何を優先して、いつまでに、どこで、

どのように対処するか”の5WIHが重要となる。

これらを明確にすることで、自らの組織における

被災時の課題を把握し、この課題に対処するこ

とで的確に被災へ備えることができる。“下水道

BCP”策定フローを図一2に示す。

　“下水道BCP”を策定するうえでは、マニュア

　　　ルなどに沿って、計画を立案することが可

　　　能であるが、さらに、さまざまな災害の発

　　　生や厳しい財政下などの今舶勺な課題があ

③策定する

　必要はないと

　考えている

　1％

⑤その他
　（未置i答含む）　①策定申

注）平成22年麟土交通省調べ。対象自治体瓢耶00
出典：『下水道協会誌誰VoM8漁580、2011／02

るなかで、自治体の実状に合わせた実効性

のある計画とするには次の点に留意する必

要があると考えている。

①さまざまな災害に対する計画への反映

　の考え方

②限られた状況での計画策定の考え方

③継続的に改善する計画の考え方

　このような点に留意して“下水道BCP”

を策定することで、図一3に示すように業

務立ち上げ時間の短縮や発災直後の業務レ

ベル向上といった効果を得ることができ、
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図一2　下水道BCP策定フロー
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葬ﾓの実施

また、高いレベルでの業務継続を行える状

況へと変わり、適切な業務執行が可能とな

る。

　留意点の対応方針を以下に示すととも

に、併せてコンサルタントとして求められ

る役割について以下に示す。

3．1　さまざまな災害に対する

　　計画への反映

　下水道に大きな影響を与える災害は十一

2に示すように、今團のような大震災だけ

ではなく、地震から発生する津波などの二

次的事象も対象となる。また、台風などの

水害や新型伝染病などの自然災害、さらに、

武力攻撃・テロなどの人的災害も対象とな

る。しかし、全自治体において表一2に示

す災害すべてが対象となるわけではない。

地域の特性や自治体の規模などを把握し、

事前に対象となる災害を見極めることが必

要である。

　そのうえで、“下水道BCP”策定におい

ては、災害に潜在するリスクを抽出し、リ

表一2　下水道に支障を及ぼす事象

図一3　門流後の業務レベルの回復概念図
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図一4　津波シミュレーションの例

出典：FORUM8ホームページ

スクを特定した後に、リスク分析やシナリオ分析

を行う。リスク分析では、これらの災害に対して、

どのような事象が発生して、どのようなリスクが

潜在しているのか、その発生頻度や被害の程度な

ど、定量的に把握し、そして、シナリオ分析では、

非常時対応業務や必要な日常業務を特定して、現

状の組織や資源などから下水道サービスがどのよ

うになるのか、さらに、それに伴って社会へどの

ような影響が生じるか、本来、住民から望まれる

行政対応がどのような状況となるかについて予測

することになる。

　被害の予測を定量的に把握する手法として、水

害の予測では、シミュレーションモデルによる流

出解析、震災に関しては、液状化地盤の判定や耐

震診断、さらには津波シミュレーション（図一4

参照）などの活用が挙げられる。

3．2　限られた状況での計画立案

　“下水道BCP”の策定について重要となるのは、

計画策定の過程で確認された問題点を組織として

認識し、それを改善へと繋げることである。しか

し、その問題点が、現状の組織形態や資源（例：

人、物、ライフライン、財政など）などの制約に

より、短期的に改善できない場合がある。その場

合は、ステークホルダとの協働を考慮したうえで、

下水道サービスの被害を最低限に抑えるため、停

止期間の短縮やサービス低下の許容、事業への影

20

響範囲の縮小化を検討し、さらには、リスク保有

を許容するなど、どのように対処するかを考える。

また、どの問題がボトルネックであることを組織

的に認識させて、発心時の迅速な活動開始へ寄与

させることも必要である。いわゆるリスクアセス

メントを行うことである。

　一方、長期的な解決を検討する際には、事業イ

ンパクト分析などから、効率的、かつ効果的とな

る優先事業を選択し、必要な予算確保や将来的に

必要となる手続きの改正等を視野に入れる。また、

継続的にパフォーマンスをモニタリングしながら

ボトルネックの解消に努めることが重要である。

3．3　継続的な改善方法

　“下水道BCP”を策定するには、当初から完全

な計画とはならないため、とにかく取組み始め、

全体の流れが把握できる計画を策定することを勧

める。そして、計画に基づく訓練や、実際の地震

等災害への対処、定期的な点検作業等を通じ、ま

た、経年によるインシデントや資源の変化などの

課題を抽出し、その是正を検討して対応する継続

的改善（PDCA）サイクルが廻るように、その仕

組みを考えることが重要である。そのため、先に

述べたBCMSの考えを反映することが必要にな

る。

3．4　コンサルタントに求められるもの

　“下水道BCP”は被災後の山隠、そして事業の

継続を目的とし自らの危機管理をまとめることに

なるので、自治体が主体で決定すべき島国が多い。

また、“下水道BCP”を策定・運用するためには、

ステークホルダ（例えば、防災、水道、環境、道

路、河規などの行政部局や民間企業、維持管理会

社、建設会社、機械メーカなど）との連携・調整

や情報共有、整合性の確保、および共通的課題へ

の対応などを調整してお互いが共有することが重

要となる。

　このため、下水道部署がリーダーシップをとっ

て主体的にまとめることが必要となるが、さらに、

実効性のある計画とするには、コンサルタントが

月干【r【ぐガ（遵　　Vo隻．34　　NQ．　8
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事務局（委員会やWG、分科会方式など）の一員

として業務全般を円滑かつ効率的にとりまとめる

ことが必要と考える。コンサルタントは、個人や

組織としての経験の蓄積はもちろん、マニュアル

や国際標準のなかに結晶化された多種多様な知恵

から汲み取って活用し、衰亡的、かつ具体的な視

点で方針決定や課題に対して柔軟な提案が可能で

あることから、重要な役割としてかかわることが

できる。

争おわりに

　“下水道BCP”の立案に際し、「残余のリスク」

と呼ばれる課題がある。この「残余のリスク」と

は、想定された災害を上圓る災害が生起した場合

に大規模かつ甚大な被害の可能性を完全になくす

ことができないことを意味する。東日本大震災と

同規模の東海・東南海地震が連動して起きる可能

性も指摘され、同程度の二次災害も想定されるな

かで、どこまでの対応を事前に想定するかが議論

の焦点となる。この対応を議論するうえでは、「残

余のリスク」の存在を十分に意識して、事前に起

こりうる事象について把握することが最も効果的

であり、この事象を把握するには、やはり、指針

類以上の諸条件でシミュレーションを行うことが

必要と考える。

　この結果を受けて、どのような弾力的な対応策

があるか、また、本復旧に向けて、段階的にどの

ように復1凹していくかを費用対効果の観点から提

案することが今後のコンサルタントに求められる

課題である。　　　　　　，
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下水道協会：

震災復興緊急提言とりまとめ

大畠国交相らへ要望

　㈹日本下水道協会は6月3日、東臼本大震災で被災

した下水道施設の早期復旧に向けた緊急提醤を取りま

とめ、大畠章宏国土交通大臣らに提書書を手渡し要望

を伝えた。

　東田本大震災では、これまで判明しているだけでも

110ヵ所を超える下水処理場、約！，000kmにおよぶ下水

管路が被災。被害が広範囲かつ多岐にわたることなど

から、完全復旧までには相当期間と多額の費用がかか

ることが予測されている。また今圓の震災では、これ

まで下水道施設の計画・設計で十分に考慮されてこな

かった津波による被害が甚大だったこと、地盤液状化

がこれまでに経験のない広範囲で発生し被害が大きく

広がったこと、さらには放射駐物質による下水汚泥の

汚染問題など、従来の想定が覆される状況となってい

る。

　そこで下水道協会では、再度災審防止の観点から

も、今團の被災によって明らかになった技術的課題の

解決なども視野に入れながら下水道施設の復旧を迅速

に行っていく必要があるとして、国土交通省や文部科

学省など国へ提言することとした。提言の概要は次の

とおり。

1．下水道施設の復旧に向けた十分な財源の確保と、

　適切かつ柔軟な財政支援の実施（①災害側日事業

　に対する国庫支出金交付率の嵩上げ、②災害査定

　の手続きの一層の簡素化、等）

2．下水道施設の早期の復旧に向けた技術的支援の強

　化（津波、液状化等へ対応するための基準・指針

　等の整備、新たな課題の解決に向けた技術開発の

　推進、等）

3，放射性物質を含む下水汚泥に関する課題の解決（①

　放射性物質を含む下水汚泥の処分にかかわる明確な

　対応方針の提示、②脱水汚泥等の有効利用の中止を余

　儀なくされていること等により生じている損失、追加

　的支出に対する適切な補償の実施、等）

4．下水道施設における消費電力の削減にかかる取組

　みへの支援の強化（下水および下水汚泥が有する、

　資源・エネルギーポテンシャルを活用するための

　施設整備への財政支援の強化、等）

月刊下水道　　Vol．34　No．8
21



�l　…水自ンの∵ご，：ビジョン翁下水道IBCPの今日的言その解決に向けて深題と∫躰水工ｿ蟹蒙諜　細洞　克己魯壕幽鶏表一1　「東日本大震災」による下水道施設の被害状況まレはじめに　“下水道BCP”を考えるにあたり、今一度、東日本大震災の状況を振り返った。　この未曾有の大震災は、多くの生命を奪い、広域的に社会資本を破壊した。そして、湾岸部の街は、津波により壊滅的な被害を被っている。その自治体は、新たな街づくりから始めなければならないため、社会資本整備には相当な期間を要するであろう。また、下水道施設の被害（表一1参照）も例外ではなく、約2ヵ月経過した現在も多くの施設が停止したままである。当社も現地へ赴き、下水道施設の惨状に大きな衝撃を受けた（写真参照）。　この被害状況から、今後の社会資本の安全性のあり方は、大きく変わるであろう。そして、災害時の被害が最小限となる対策を行うとともに、事業の停止期間を最短にして、速やかに復旧できるようさらに考える必要がある。このためには、BCP（業務継続計画：Business施設名時期稼働停jL施設損傷工E常稼働不明計震災蒔4863一9120処理場現　在1845489120震災時7830一1109ポンプ場現　在3039391109注）不明箇所は、福島第一源：発周辺施設名酒きょ隠期一次調査被害延長946総延長66，013被害M21，504単位：km注）一次調査は黛視による調査。Mはマンホール。単位：個数　対象区域；青森、岩手、宮城、福島、茨城、栃木、埼玉、千葉、神奈川、東　　　　　京、新潟の135市町村等出典）国土交通省東日本大震災第71報　2011．5．24現在写真　被災後の陸前高田浄化センター四四U下）舜（道　　Vol，34　　No．　8豆7Continuity　Plan）の立案が不可欠になるであろう。かBCPの経緯　BCPは、近年、多くの災害が発生するなかで、企業の事業継続に関するニーズから、2005年3月に経済産業省より丁丁継続計画策定ガイドライン』、2005年8月に内閣府中央防災会議より『事業継続ガイドライン第一孤雲が発刊され、徐々に広まりつつある。その後、多くのBCPに関わる図書が発刊されているが、下水道に関しては、2009年11月に国土交通省が『下水道BCP策定マニュアル（地震編）〜第1版〜』を公表し、下水道業界にも広まりつつある。　我が国におけるBCP策定状況であるが、災害時の早期復旧が求められる企業・団体（医療施設、電気、通信、ガス、特定公共機関など約2，000社）を対象として、内閣府が2009年7月に実態調査（特定分野における事業継続に関する実態調査）を行っている。その結果は策定率が18％程度であった。また、“下水道BCP”の策定に取り組んでいる自治体（図一1参照）もいまだ5％程度である。この状況から、今後、多くの自治体や企業のBCP策定が望まれることになるであろう。図一1　下水道BCP（地震編）朱策定の　　　　自治体等における状況　一方、ISO／TC223において、「社会セキュリティ要求事項」の国際標準化が進められている。このなかの“事業継続マネジメントシステム：BCMS（Business　Continulty　ManagementSystem）”では、　BCPの立案に加え、事業として実行、点検：、改善を行うPDCAサイクルの適用が示されている。このようにBCPがISOに位置づけられることで、今後は、さらに重要性が増すであろう。き携器剛あ　多くの自治体では、災害対策基本法に基づき、地域防災計画を立案している。しかし、地域防災計画では復旧目標を定めているものの、その餅票に対する具体的シナリオがないケースが多く、そうした場合、“下水道BCP”への流用ができない。BCPに必要なのは、“想定被害からの面訴に対して、誰が、何を優先して、いつまでに、どこで、どのように対処するか”の5WIHが重要となる。これらを明確にすることで、自らの組織における被災時の課題を把握し、この課題に対処することで的確に被災へ備えることができる。“下水道BCP”策定フローを図一2に示す。　“下水道BCP”を策定するうえでは、マニュア　　　ルなどに沿って、計画を立案することが可　　　能であるが、さらに、さまざまな災害の発　　　生や厳しい財政下などの今舶勺な課題があ�B策定する　必要はないと　考えている　1％�Dその他　（未置i答含む）　�@策定申注）平成22年麟土交通省調べ。対象自治体瓢耶00出典：『下水道協会誌誰VoM8漁580、2011／02るなかで、自治体の実状に合わせた実効性のある計画とするには次の点に留意する必要があると考えている。�@さまざまな災害に対する計画への反映　の考え方�A限られた状況での計画策定の考え方�B継続的に改善する計画の考え方　このような点に留意して“下水道BCP”を策定することで、図一3に示すように業務立ち上げ時間の短縮や発災直後の業務レベル向上といった効果を得ることができ、18ノ彗干lj歪「zk道Vo　L　34　No．81麗欝團躍世羅翻羅田図一2　下水道BCP策定フロー工鳳蝶灘綾擁ゆ藻鉱　・一　　　　　義�m7〜、「、へ、呼嗜、冗へへ貯へA凡P囁卑�kゴ林諜瀦綱曳灘碑勧　〜｛_響　靱ぐζ（の被災時の被害状況の設定、想定（リスク特定）…（2）下水道業務への影響分析（リスク分析）｛※復旧目標レベル、葬常時優先業務の選定ミ（3＞下水道の業務プ爵セスと必要資源の分析…；巌復旧欝標時間の設定、サプライチェーン分析ζ（4＞下水道業務継続力向上の対策検討§※ボトルネック要因の特定と対策検討；ξ（5）発災時における下水道業務継続計画の策定：Y、ド、M翫3詠鰍撚細断鉱と叢撫撫1麟の戴4豚滋染潜継趨欄の懸購　　　　　　�_　ド※案績評価とスケジュール管理、教育・訓練5加商　　　　塁き＼葬ﾓの実施また、高いレベルでの業務継続を行える状況へと変わり、適切な業務執行が可能となる。　留意点の対応方針を以下に示すとともに、併せてコンサルタントとして求められる役割について以下に示す。3．1　さまざまな災害に対する　　計画への反映　下水道に大きな影響を与える災害は十一2に示すように、今團のような大震災だけではなく、地震から発生する津波などの二次的事象も対象となる。また、台風などの水害や新型伝染病などの自然災害、さらに、武力攻撃・テロなどの人的災害も対象となる。しかし、全自治体において表一2に示す災害すべてが対象となるわけではない。地域の特性や自治体の規模などを把握し、事前に対象となる災害を見極めることが必要である。　そのうえで、“下水道BCP”策定においては、災害に潜在するリスクを抽出し、リ表一2　下水道に支障を及ぼす事象図一3　門流後の業務レベルの回復概念図肉欲100％@業@務@k　ル0％FF円『噌…『『…F『門…『…一『騨｝”『『一一弾『………一m”開一『……¶Uー……一…”…@　　　　　　　　　　！・蜘†雛@　　　　　　　　漣漣　　　　　　　　1　　　　　　　　　ず　　　　　　　　　｝　　　　　　　　ず　　　　　　　　　　｛@　　　　鯉　　i　　　　　　4　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　i　　　　　　　　　　　　　　　　；　　　　　　ダ?！一：BCρ策定後]一：8Cρ未策定ii欄平時　　　　　　災害対応時出典：下水道BCP策定マニュアル（国土交通省、平成21年11月〉種別災警二次的事象の津波2）液状化（1四丁3）地すべり4）その他D湯水1．自然災害（2＞風水害2）その他1）火災（3＞火山災害2）その他（4噺型伝染病�汲ｻの他（雷など）の薬物混入（の武力攻撃・テq2）その他1）サイバー攻i撃2．人的災害（2＞IT障害2）汀事故3）その他（3）集団感染・食中毒（4）その他1讐刊下水道　Vol，34　No．819図一4　津波シミュレーションの例出典：FORUM8ホームページスクを特定した後に、リスク分析やシナリオ分析を行う。リスク分析では、これらの災害に対して、どのような事象が発生して、どのようなリスクが潜在しているのか、その発生頻度や被害の程度など、定量的に把握し、そして、シナリオ分析では、非常時対応業務や必要な日常業務を特定して、現状の組織や資源などから下水道サービスがどのようになるのか、さらに、それに伴って社会へどのような影響が生じるか、本来、住民から望まれる行政対応がどのような状況となるかについて予測することになる。　被害の予測を定量的に把握する手法として、水害の予測では、シミュレーションモデルによる流出解析、震災に関しては、液状化地盤の判定や耐震診断、さらには津波シミュレーション（図一4参照）などの活用が挙げられる。3．2　限られた状況での計画立案　“下水道BCP”の策定について重要となるのは、計画策定の過程で確認された問題点を組織として認識し、それを改善へと繋げることである。しかし、その問題点が、現状の組織形態や資源（例：人、物、ライフライン、財政など）などの制約により、短期的に改善できない場合がある。その場合は、ステークホルダとの協働を考慮したうえで、下水道サービスの被害を最低限に抑えるため、停止期間の短縮やサービス低下の許容、事業への影20響範囲の縮小化を検討し、さらには、リスク保有を許容するなど、どのように対処するかを考える。また、どの問題がボトルネックであることを組織的に認識させて、発心時の迅速な活動開始へ寄与させることも必要である。いわゆるリスクアセスメントを行うことである。　一方、長期的な解決を検討する際には、事業インパクト分析などから、効率的、かつ効果的となる優先事業を選択し、必要な予算確保や将来的に必要となる手続きの改正等を視野に入れる。また、継続的にパフォーマンスをモニタリングしながらボトルネックの解消に努めることが重要である。3．3　継続的な改善方法　“下水道BCP”を策定するには、当初から完全な計画とはならないため、とにかく取組み始め、全体の流れが把握できる計画を策定することを勧める。そして、計画に基づく訓練や、実際の地震等災害への対処、定期的な点検作業等を通じ、また、経年によるインシデントや資源の変化などの課題を抽出し、その是正を検討して対応する継続的改善（PDCA）サイクルが廻るように、その仕組みを考えることが重要である。そのため、先に述べたBCMSの考えを反映することが必要になる。3．4　コンサルタントに求められるもの　“下水道BCP”は被災後の山隠、そして事業の継続を目的とし自らの危機管理をまとめることになるので、自治体が主体で決定すべき島国が多い。また、“下水道BCP”を策定・運用するためには、ステークホルダ（例えば、防災、水道、環境、道路、河規などの行政部局や民間企業、維持管理会社、建設会社、機械メーカなど）との連携・調整や情報共有、整合性の確保、および共通的課題への対応などを調整してお互いが共有することが重要となる。　このため、下水道部署がリーダーシップをとって主体的にまとめることが必要となるが、さらに、実効性のある計画とするには、コンサルタントが月干【r【ぐガ（遵　　Vo隻．34　　NQ．　8麟、匪熟議襲翻羅箋灘饗事務局（委員会やWG、分科会方式など）の一員として業務全般を円滑かつ効率的にとりまとめることが必要と考える。コンサルタントは、個人や組織としての経験の蓄積はもちろん、マニュアルや国際標準のなかに結晶化された多種多様な知恵から汲み取って活用し、衰亡的、かつ具体的な視点で方針決定や課題に対して柔軟な提案が可能であることから、重要な役割としてかかわることができる。争おわりに　“下水道BCP”の立案に際し、「残余のリスク」と呼ばれる課題がある。この「残余のリスク」とは、想定された災害を上圓る災害が生起した場合に大規模かつ甚大な被害の可能性を完全になくすことができないことを意味する。東日本大震災と同規模の東海・東南海地震が連動して起きる可能性も指摘され、同程度の二次災害も想定されるなかで、どこまでの対応を事前に想定するかが議論の焦点となる。この対応を議論するうえでは、「残余のリスク」の存在を十分に意識して、事前に起こりうる事象について把握することが最も効果的であり、この事象を把握するには、やはり、指針類以上の諸条件でシミュレーションを行うことが必要と考える。　この結果を受けて、どのような弾力的な対応策があるか、また、本復旧に向けて、段階的にどのように復1凹していくかを費用対効果の観点から提案することが今後のコンサルタントに求められる課題である。　　　　　　，　　　　　　　　〈参考文献〉●　「特別企爾　下水道におけるBCP（業務継続計描）一地震編一」、騨下水道協会誌叢VoL48、　No．580、2011●　社会セキュリティー緊急事態準備及び事業継続マネジメ　ントシステムー要求毒項　1劃祭規格案　ISO／TC　223●　「中央雀庁業務継続ガイドライン　第1版　〜首都葭下地震への対応を中心として〜」、内閣府防災撮当、平成！9年　6房一細細羅露寒灘羅誕翻羅羅灘灘灘鑑女紅醒灘融撚1盤撚韻脚恋下水道協会：震災復興緊急提言とりまとめ大畠国交相らへ要望　�兼�本下水道協会は6月3日、東臼本大震災で被災した下水道施設の早期復旧に向けた緊急提醤を取りまとめ、大畠章宏国土交通大臣らに提書書を手渡し要望を伝えた。　東田本大震災では、これまで判明しているだけでも110ヵ所を超える下水処理場、約！，000kmにおよぶ下水管路が被災。被害が広範囲かつ多岐にわたることなどから、完全復旧までには相当期間と多額の費用がかかることが予測されている。また今圓の震災では、これまで下水道施設の計画・設計で十分に考慮されてこなかった津波による被害が甚大だったこと、地盤液状化がこれまでに経験のない広範囲で発生し被害が大きく広がったこと、さらには放射駐物質による下水汚泥の汚染問題など、従来の想定が覆される状況となっている。　そこで下水道協会では、再度災審防止の観点からも、今團の被災によって明らかになった技術的課題の解決なども視野に入れながら下水道施設の復旧を迅速に行っていく必要があるとして、国土交通省や文部科学省など国へ提言することとした。提言の概要は次のとおり。1．下水道施設の復旧に向けた十分な財源の確保と、　適切かつ柔軟な財政支援の実施（�@災害側日事業　に対する国庫支出金交付率の嵩上げ、�A災害査定　の手続きの一層の簡素化、等）2．下水道施設の早期の復旧に向けた技術的支援の強　化（津波、液状化等へ対応するための基準・指針　等の整備、新たな課題の解決に向けた技術開発の　推進、等）3，放射性物質を含む下水汚泥に関する課題の解決（�@　放射性物質を含む下水汚泥の処分にかかわる明確な　対応方針の提示、�A脱水汚泥等の有効利用の中止を余　儀なくされていること等により生じている損失、追加　的支出に対する適切な補償の実施、等）4．下水道施設における消費電力の削減にかかる取組　みへの支援の強化（下水および下水汚泥が有する、　資源・エネルギーポテンシャルを活用するための　施設整備への財政支援の強化、等）月刊下水道　　Vol．34　No．821

